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岸田政権が掲げる「新しい資本主義」のスタートアップ育成 5 か年計画では創業の絶対数を増加させる

ことが目標となっている．また，地域の創業を促進し，経済を活性化させるため 2014 年に産業競争力強

化法が施行され，多数の市区町村において独自の支援策が取り組まれている．しかし，これらの政策の効

果については定量的に示した文献は少ない．そこで本研究では，新設会社と地域属性や産業振興政策の関

連性について定量的に示すことを目的に分析を行った．その結果，諸外国の先行研究とは人口増加率と高

等教育割合が新設会社数に与える影響の点で異なることが分かった．また，国や自治体の産業振興政策が

新設会社数を増加させるという知見は得られなかった． 
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1. はじめに 

 

岸田政権が掲げる「新しい資本主義」では，スタ

ートアップ育成 5か年計画が 2022年 11月 28日に策

定されている注 1)．この計画では，創業の絶対数と，

創業したスタートアップの規模の拡大を表す指標と

してのスタートアップへの投資額の目標を設定して

いる．また，創業への支援は従前から行われており，

産業競争力強化法が平成 26 年に施行されている．

この法律の目的は地域の創業を促進し，産業の新陳

代謝を図るとともに経済を活性化させるためである．

産業競争力強化法では市区町村が地域金融機関，商

工会等と連携し，「創業支援事業計画」を作成し，

その計画を経産省が認定し，計画に基づいて支援を

行うというスキームになっている．また，創業支援

事業計画の中にある特定創業支援等事業では，特定

創業支援を受けた者に対して，創業時の税・融資の

優遇措置も取られている．例えば，会社を設立する

際の登記にかかる登録免許税の軽減措置や日本政策

金融公庫の新規開業支援資金における金利の引き下

げが挙げられる．また，これらの他にも市区町村に

よる創業に対する独自の支援が行われている． 

前述のように，地域経済の活性化，産業振興を目

的とした政策は，国や市区町村によって様々に取り

組まれている．しかし，これらの政策の効果につい

て，国レベルの評価は行われているものの，市区町

村ごとの効果については明らかにされていない注 2)． 

また，新設会社の立地は空間的に均一ではなく，

様々な地理的な要因に依存する．これらの関係に着

目した研究は欧州を中心に行われている．例えば，

Maria & Carod (2005) 1), Guesnier (1994) 2), Spilling 

(1996) 3) はそれぞれスペイン，フランス，ノルウェ

ーを対象に地域属性と新設会社の立地との関係に着

目した分析を行っている．また，Lavesson (2017) 4)

と Baycan & Öner (2013) 5)はそれぞれ都市への距離，

高等教育機関や研究所への距離に着目し，それらの

新設会社の立地への影響を計測している．これらの

研究では，人口増加率，失業率，高学歴割合，第三

次産業従業者割合が新設会社数と正に有意な関係が

あることが示されている．しかし，日本を対象に，

新設会社の立地と地域属性との関係に着目した研究

は限られている． 

そこで，本研究では，新設会社の立地と地域属性

および産業振興政策の関係を明らかにすることを目

的とする．本研究の結果は，地域ごとの特性を踏ま

えた支援政策の策定における判断材料となることが

考えられる．  

 

2. データと分析手法 

 

(1) データ 

本研究では国税庁法人番号公表サイトから得られ
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る法人データを用いる．法人番号の指定は 2015 年

10 月に開始された制度であり，法人の設立登記を

すると即日，法人種別，住所，法人番号指定年月日

が国税庁法人番号公表サイトに公表される．そのた

め，法人番号指定年月日を法人の設立年月日として

得られる．ここで，法人種別には非営利の法人も含

まれているため，株式会社・合同会社・合資会社・

合名会社を抽出し，それらを本研究の分析対象の会

社として市区町村ごとに集計した．但し，前述のよ

うに法人番号の指定は 2015 年 10 月に開始されたた

め，それ以前に新設された会社の新設時期について

は把握できない．そのため，本研究では 2016 年か

ら 2021 年までの間に新設された会社のデータを利

用する． 

次に，創業支援事業計画との関係を明らかにする

ために，中小企業庁のホームページ注 3)で全市区町

村を調査し，平成 26 年から令和 3 年までの期間で

創業支援等事業計画が認定されている場合は 1，認

定されていない場合は 0 をとるダミー変数を作成し

た．認定されている市区町村の分布は図-1 のとおり

である． 

 

 
図-1 創業支援計画が認定された市区町村 

 

加えて，市区町村独自の支援策が存在する．例え

ば， 茨城県笠間市では，個人が市内で新たに法人

を設立して事業を開始する場合，新築，改装等の工

事費や店舗等の購入費などに対して 50 万円を上限

として補助が行われている注 4)．そこで，全市区町

村を調査し，経費補助を行っている市区町村を 1， 

経費補助を行っていない自治体を 0 としたダミー変

数を作成した．ここで，支援策については，既存の

会社が新たに事業所を設置した場合を除くため，補

助を受ける条件で「新たに法人・会社を設立し…」

という文言を含む場合のみで作成した．独自の支援

策を行っている市区町村の分布は図-2のとおりであ

る． 

 
図-2 独自の支援策が存在する市区町村 

 

(2) 分析手法 

本研究では，新設会社の立地と地域属性・産業振

興政策の関係を明らかにするために，新設会社の数

に関する指標を被説明変数とした回帰分析を行う．

新設会社の数に関する指標は研究によって，実数や

人口に対する比率，従業者数に対する比率，既存会

社数に対する比率の 4 つの指標が用いられている．

本研究では，既存研究との結果の比較も行うため，

これらの 4 つの指標を被説明変数として個別に分析

を行う． 

 𝑦𝑖 = 𝛽0 +∑𝑋𝑘𝑖𝛽𝑘

𝐾

𝑘=1

+ 𝜀𝑖 
(1) 

ここで，𝑖は各市区町村を表している．𝑦𝑖は新設会

社の数や比率に関する指標であり，前述の 4 つのい

ずれかを用いる．𝑋𝑘は説明変数であり，地域属性

を表す変数や，前述の産業振興政策の実施に関する

ダミー変数を用いる．説明変数の詳細は表-1のとお

りである．また，𝛽0，𝛽𝑘は定数項と係数であり，𝜀𝑖
は誤差項を表す． 

 

表-1 説明変数の概要 

説明変数 出典 

中規模・大規模都市まで

の距離(km) 

GIS を用いて集計 

人口密度(人/㎢) 国勢調査 H27 

人口増加率(%) 国勢調査 H22，H27 

失業率(%) 国勢調査 H27 

失業率の変化(%) 国勢調査 H22，H27 

中小企業割合(%) 中小企業庁 H30 

高等教育割合(%) 国勢調査 R2 

第三次産業従業者割合(%) 国勢調査 H27 

計画認定ダミー 

（認定の場合 1） 

中小企業庁 HP より

作成 

市区町村独自の支援 

ダミー 

（支援策がある場合 1） 

全自治体 HP を調査

し作成 

 
 また，説明変数の基本統計量は表-2 のとおりで

ある． 
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表-2 説明変数の基本統計量  
最小値 最大値 平均値 標準 

偏差 

中規模・ 

大規模都市

までの距離 

0.00  856.58  35.88  48.35  

人口密度 1.60  22380.

20  

1542. 

37  

3210. 

30  

人口増加率 −87.34  23.96  −4.10  5.75  

失業率 0.00  13.75  4.05  1.34  

失業率の変

化 

−4.18  4.57  −0.36  0.79  

中小企業割

合 

95.69  100.00  99.88  0.27  

高等教育割

合 

9.00  60.26  28.64  9.11  

第三次産業

従業者割合 

20.02  93.44  65.04  10.87  

計画認定 

ダミー 

0.00  1.00  0.84  0.37  

市区町村 

独自の支援 

ダミー 

0.00  1.00  0.15  0.36  

 

 ここで，式(1)に基づく分析では，政策の開始時

期が考慮できない．そこで本研究では，創業支援計

画の認定時期を考慮するため，新設会社数を月ごと

に集計したパネルデータを作成し，パネルデータ分

析を行う（式 2）．  

 𝑦𝑖𝑡 = 𝐷𝑖𝑡𝛽𝑑 +∑𝑋𝑘𝑖𝑡𝛽𝑘

𝐾

𝑘=1

+ 𝛼𝑖 + 𝛾𝑡 + 𝜀𝑖𝑡 
(2) 

𝐷𝑖𝑡は各市区町村の計画が認定されていれば 1をとる

ダミー変数であり，𝛽𝑑が正のとき，計画認定が創業

を増やす効果があることが示される．また，𝑡は時

点（月）を，𝛾𝑡は時間効果を表す．𝛼𝑖は固定効果も

しくは変量効果を表すパラメータであり，F 検定と

ハウスマン検定を用いてモデル選択を行う． 

 

3. 分析結果 
 

(1) クロスセクション分析 

式(1)に基づいたクロスセクション分析の結果は

表-3に示すとおりである．日本における新設会社と

地域属性との関係については，先行研究との相違点

として，人口増加率が高い地域では，従業者数あた

り・新設/既存の新設会社数が少ないということ，

高等教育割合が高い地域では，実数と人口あたりの

新設会社数が少ないという結果が明らかになった．

先行研究との相違点について，先行研究が行われて

いる欧米と比較して日本は既に人口減少が始まって

いるが，従業者数あたりと新設/既存の新設会社数

が多い市区町村では人口減少の傾向が強いことがい

表-3 クロスセクション分析結果 

 被説明変数 

 実数 従業者数あたり 人口あたり 新設/既存 

中・大規模 

都市までの 

距離 

0.233  3.56× 10−3  6.25× 10−3  5.90× 10−2  

(0.737)  (1.89)  (2.69) ** (4.71) *** 

人口密度 
7.48× 10−2  4.47× 10−4  5.758× 10−5  −3.87× 10−4  

(13.2) *** (13.3) *** (1.39)  (−1.73)  

人口増加率 
6.94  −0.146  −1.48× 10−2  −0.338  

(2.15) * (−7.60) *** (−0.620)  (−2.65) ** 

失業率 
−48.3  0.384  −0.227  −1.15× 10−2  

(−3.48) *** (4.65) *** (−2.22) * (−2.10× 10−2)  

失業率の変化 
−9.06  4.67× 10−2  −7.83× 10−2  2.04  

(−0.438)  (0.379)  (−0.515)  (2.49) * 

中小企業割合 
−1.62× 103  0.942  −13.0  2.80  

(−28.3) *** (2.77) ** (−31.0) *** (1.24)  

高等教育割合 
−10.3  0.145  −4.40× 10−2  0.481  

(−4.10) *** (9.68) *** (−2.38) * (4.83) *** 

第三次産業 

従業者割合 

11.6  3.46× 10−2  6.45× 10−2  6.01× 10−2  

(6.06) *** (3.03) ** (4.59) *** (0.788)  

計画認定 

ダミー 

42.8  −0.910  −0.383  −3.73  

(1.07)  (−3.80) *** (−1.30)  (−2.35) * 

独自支援 

ダミー 

−88.8  −0.490  −0.671  −1.76  

(−2.33) * (−2.15) * (−2.39) * (−1.16)   

サンプルサイズ 1,890 1,890 1,890 1,885 

※beta(t-value)  ***0.1% **1% *5% VIF は全ての説明変数で 10 未満である 
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える．また，実数・人口あたりの新設会社数が多い

市区町村では高等教育割合が低い傾向があることが

いえる．また，産業振興政策について,市区町村独

自の支援ダミーは負に有意な結果が得られた．この

ことから，独自の支援を行う市区町村では新設会社

数が多い傾向があるといえる． 

 

(2) パネルデータ分析 

 創業支援計画認定の時期を考慮したパネルデー

タ分析の結果は表-4 のとおりである．モデル選択

のため，F 検定と，ハウスマン検定を行った結果，

前者は 1%水準で棄却された一方で，後者は有意と

はならなかった．そのため，ここでは変量効果モデ

ルが採択される．Pooled のモデルでは，計画認定ダ

ミーは正に有意な結果を示しているが，固定効果や

変量効果を考慮したモデルでは，0.1%水準で負に有

意な結果を示している．この背景には，創業支援計

画による支援が全国一律で行われている政策による

ものであり，かつ，計画が認定されている市区町村

の割合が高いことが関係していると考えられる． 

 

4. 結論と課題 
 

(1) 結論 

本研究では，新設会社の立地と地域属性・産業振

興政策の関係を明らかにするために，国税庁法人番

号公表サイトから得られる会社の設立年月日のデー

タを用いて分析を行った．その結果，新設会社の立

地は人口密度や第三次産業従業者割合などに影響さ

れることがわかった．但し，被説明変数の種類によ

って，結果にはばらつきがあることも明らかになっ

た．また，人口増加率や高等教育割合の結果は欧米

を対象とした先行研究とは異なる結果を示している．

この背景には，人口動態等や社会的背景の違いが関

係していると考えられる． 

また，独自支援ダミーは仮説に反して負の係数を

示している．これは，新設会社数が多い都心部や大

都市では独自の支援が行われていないために推定に

おいてバイアスになっていると考えられる．実際に，

独自支援を行っているのは東京都区部では杉並区の

みであり，政令指定都市では札幌市，新潟市，横浜

市，名古屋市のみとなっている．計画認定ダミーは

負の係数を示しており，創業支援計画の認定が新設

会社数を増やすという結果は得られなかった．この

背景には，計画が認定されている市区町村の割合が

82.8%となっているうえに，政策が全国一律で市区

町村の産業構造を反映した政策による支援ではない

ことが関係していると考えられる． 

 

(2) 今後の課題 

本研究の課題として新設会社と地域属性との関係

については相関分析にとどまっており，市区町村独

表-4 パネルデータ分析結果 

 Pooled OLS 固定効果 変量効果 

中・大規模都市 

までの距離 

1.48 × 10−3  
 

 6.05× 10−4  

(1.23)  
 

 (0.111)  

人口密度 
8.38 × 10−4  

 
 1.06 × 10−3  

(62.9) *** 
 

 (10.7) *** 

人口増加率 
0.196  

 
 0.109  

(18.2) *** 
 

 (1.91)  

失業率 
−1.36  

 
 −0.654  

(−26.9) *** 
 

 (−2.67) ** 

失業率の変化 
−0.120  

 
 −5.06 × 10−2  

(−1.53)  
 

 (−0.138)  

中小企業割合 
−22.8  

 
 −22.6  

(−1.90× 102) *** 
 

 (−22.7) *** 

高等教育割合 
−0.243  

 
 −0.150  

(−33.2) *** 
 

 (−3.39) *** 

第三次産業従業者

割合 

0.251  
 

 0.166  

(40.1) *** 
 

 (4.92) *** 

独自の支援ダミー 
−2.18  

 
 −1.18  

(−21.1) *** 
 

 (−1.77)  

計画認定ダミー 
0.459  −1.75  −1.67  

(3.36) *** (−14.1) *** (−13.7) *** 

F 検定   145.75    

ハウスマン検定   10.081 ***   

サンプルサイズ   92,201    

※beta(t-value , z-value)  ***0.1% **1% *5% 
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自の政策との因果関係が明らかになっていない．こ

の理由は，データが 2015 年からしか得られないと

いう制約があるからである．今後データが一定期間

蓄積された後に新設会社と地域属性や産業振興政策

との因果関係を明らかにしたい． 

 

NOTES 

注1) 内閣官房(2022)，新しい資本主義実現会議（第 13

回）スタートアップ育成５か年計画， https://www．

cas．go．jp/jp/seisaku/atarashii_sihon-

syugi/kaigi/dai13/shiryou1．pdf． (最終閲覧日:2023 年

3 月 2 日) 

注2) 経済産業省，令和２年度実施施策に係る政策評

価書．

https://www.meti.go.jp/policy/policy_management/sei-

saku_hyoka/2020/jigo/1-2_jigo.pdf ．(最終閲覧日:2023

年 3 月 2 日) 

注3) 中小企業庁，産業競争力強化法に基づく認定を受け

た市区町村別の認定創業支援等事業計画の概要， 

https://www．chusho．meti．go．jp/keiei/chiiki/nin-

tei．html．(最終閲覧日:2023 年 3 月 2 日)  

注4) 笠間市，令和 4 年度 笠間市創業支援事業の募集に

ついて， 

https://www.city.kasama.lg.jp/page/page012307.html．

(最終閲覧日:2023 年 3 月 2 日) 
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